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愛媛県職業訓練生の災害見舞金の支給等に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県職業訓練生の災害見舞金の支給等に関する規則（昭和４２年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（支給の範囲）

第３条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、当該訓練生が故意に負傷し、疾病に

かかり、若しくは死亡した場合又はこれらの直接の原因となつた

事故を生じさせた場合には、災害見舞金を支給しないものとす

る。

３ 第１項の規定にかかわらず、当該訓練生が故意の犯罪行為若し

くは重大な過失により、又は正当な理由なく療養に関する指示に

従わないことにより、負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡し、

若しくはこれらの直接の原因となつた事故を生じさせ、又は負傷

若しくは疾病の程度を増進させ、若しくはその回復を妨げた場合

には、災害見舞金の全部又は一部を支給しないことがある。

（受給者）

第５条 災害見舞金（打切見舞金及び死亡見舞金は除く。以下この

条において同じ。）は、職業訓練上又は通所途上負傷し、又は疾

病にかかつた訓練生（災害見舞金の支給を受けている訓練生が療

養の中途において職業訓練を修了したとき、若しくは愛媛県立高

（支給の範囲）

第３条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、当該訓練生の故意又は重大な過失に

より職業訓練上又は通所途上の災害を受けた

場合には、災害見舞金を支給しないものとす

る。

（受給者）

第５条 災害見舞金（打切見舞金及び死亡見舞金は除く。以下この

条において同じ。）は、職業訓練上又は通所途上負傷し、又は疾

病にかかつた訓練生（災害見舞金の支給を受けている訓練生が療

養の中途において職業訓練を修了したとき、若しくは愛媛県立高
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等技術専門校を退校したとき、又は当該訓練生に係る職業訓練の

委託契約が解除され当該職業訓練を受けないこととなつたときに

おいて、災害見舞金の支給を要する事由が存続する間は、当該者

をこの規則に係る訓練生とみなす。以下同じ。）に支給する。

第６条 打切見舞金は、職業訓練上負傷し、又は疾病にかかつた訓

練生に対して支給する。

第７条 省略

（支給要件）

第８条 療養見舞金は、訓練生が職業訓練上又は通所途上負傷し、

又は疾病にかかつた場合に支給する。

２ 前項の規定にかかわらず、同一の負傷又は疾病に関しては、そ

の療養の開始後３年（療養を中断した期間を除く。以下同じ。）

を経過した日以降の療養については支給しないものとする。ただ

し、療養見舞金の支給対象となる負傷又は疾病が公共職業能力開

発施設の過失等に起因する場合その他訓練生への継続した援護が

必要と認められる場合は、この限りでない。

第９条 傷病見舞金は、訓練生であつて、次の各号のいずれかに該

当する者が職業訓練上又は通所途上負傷し、又は疾病にかかり、

療養のため職業訓練を受けることができない日について支給す

る。

� 次に掲げる給付（以下「訓練手当等」という。）のいずれか

の支給を受ける者

ア 雇用対策法（昭和４１年法律第１３２号）第１８条第２号の給付

金

イ 雇用対策法施行規則（昭和４１年労働省令第２３号）附則第２

条第１項第２号に規定する者に対する給付金

ウ 省略

エ 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第８０条

の給付金

� 次に掲げる給付（以下「雇用保険基本手当等」という。）の

いずれかの支給を受ける者

ア 省略

イ 国家公務員退職手当法 （昭和２８年法律第１８２号）第１０条

の退職手当

ウ ア又はイの給付に相当する手当であつて、地方公共団体が

支給するもの

２ 省略

第１０条 障害見舞金は、療養見舞金の支給を受ける訓練生の負傷若

しくは疾病が治つたとき又はその症状が固定し治療の効果が期待

できない状態に至つたときにおいて、労働基準法施行規則別表第

２（以下「障害等級表」という。）に掲げる身体障害に該当する

障害が身体に存する場合に支給する。

第１１条 打切見舞金は、職業訓練上負傷し、又は疾病にかかつたこ

とにより療養見舞金の支給を受けている訓練生が療養の開始後３

年を経過しても、なおその負傷又は疾病が治らない場合であつ

て、第８条第２項本文の規定により療養見舞金を支給しないこと

としたときに支給し、その後はこの規則による災害見舞金の支給

等技術専門校を退校したとき、又は当該訓練生に係る職業訓練の

委託契約が解除され当該職業訓練を受けないこととなつたときに

おいて、災害見舞金の支給を要する事由が存続する間は、当該者

をこの規則に係る訓練生とみなす。以下同じ。）に支給する。

第６条 省略

（支給要件）

第７条 療養見舞金は、訓練生が職業訓練上又は通所途上負傷し、

又は疾病にかかつた場合に支給する。ただし、同一の負傷又は疾

病に関しては、その療養の開始後３年を経過した日以降の療養に

ついては支給しないものとする。

第８条 傷病見舞金は、訓練生であつて、次の各号のいずれかに該

当する者が職業訓練上又は通所途上負傷し、又は疾病にかかり、

療養のため職業訓練を受けることができない日について支給す

る。

� 次に掲げる給付（以下「訓練手当等」という。）のいずれか

の支給を受ける者

ア 雇用対策法（昭和４１年法律第１３２号）第１３条第２号の給付

金

イ 雇用対策法施行規則（昭和４１年労働省令第２３号）附則第２

条第１項第２号に規定する者に対する給付金

ウ 省略

エ 炭鉱離職者臨時措置法（昭和３４年法律第１９９号）第１６条第

１項の給付金

オ 沖縄振興開発特別措置法（昭和４６年法律第１３１号）第４３条

の給付金

� 次に掲げる給付（以下「雇用保険基本手当等」という。）の

いずれかの支給を受ける者

ア 省略

イ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）の規定による失業保険

金その他の給付金

ウ 国家公務員等退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第１０条

の退職手当

エ アからウまで に相当する手当であつて、地方公共団体が

支給するもの

２ 省略

第９条 障害見舞金は、療養見舞金の支給を受ける訓練生の負傷又

は 疾病が治つたとき又はその症状が固定し治療の効果が期待

できない状態に至つたときにおいて、心身に別表の「障害等級

表」の障害 に該当する

障害が 存する場合に支給する。

第１０条 打切見舞金は、職業訓練上負傷し、又は疾病にかかつたこ

とにより療養見舞金の支給を受けている訓練生が療養開始後 ３

年を経過しても、なおその負傷又は疾病がなおらない場合

に支給し、その後はこの規則による災害見舞金の支給

愛 媛 県 報平成２４年７月１７日 第２３８６号

６３９



は行わない 。

第１２条 省略

（災害見舞金の額）

第１３条 療養見舞金の額は、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律

第５０号）第１３条第２項に掲げる療養（同項第４号から第６号まで

に掲げる療養については、やむを得ないと認められるものに限

る。）に要する費用につき、現に要した費用の額の範囲内で必要

と認められる額

とする。

第１４条 療養見舞金以外の災害見舞金（以下「各見舞金」とい

う。）の支給額は、次に掲げる各見舞金の算定の基礎となる額に

各見舞金ごとに定める支給日数を乗じて得た額とする。

� 障害見舞金、打切見舞金及び死亡見舞金については、労働者

災害補償保険法施行規則第９条第１項第５号に規定する自動変

更対象額。ただし、次に掲げる額が当該自動変更対象額を超え

る場合には、その額とする。

ア～ウ 省略

� 省略

（各見舞金の支給日数）

第１５条 傷病見舞金の支給日数は、職業訓練上又は通所途上の負傷

又は疾病の療養のため職業訓練を受けることができなくなつた日

から１４日を経過した日（雇用保険基本手当等の延長給付を受ける

者であつて、職業訓練上又は通所途上における負傷又は疾病の療

養のために職業訓練を受けることができなかつた日が継続して１４

日を超え、かつ、当該１４日の期間内において雇用保険基本手当等

が支給されないこととなる者については、当該支給されなくなつ

た日）を起算日として６０日の期間内にある第９条の支給要件を満

たす日の日数とする。

第１６条 障害見舞金の支給日数は、障害等級表に掲げる身体障害の

程度に応じ、障害等級表に掲げる等級の日数とする。

２ 障害等級表 に掲げる等級に２以上該当する場合の支給

日数は、重い身体障害の該当する障害等級表に掲げる等級の日数

によるものとする。

３ 次の各号のいずれかに該当する場合の支給日数は、前２項の規

定による等級をそれぞれ当該各号に定める等級だけ繰り上げるこ

ととした場合に該当する障害等級表に掲げる等級の日数とする。

ただし 、それぞれの身体障害の該

当する障害等級表に掲げる等級の日数 を合算した日数 を超

えてはならないものとする。

� 障害等級表に掲げる第１３級以上に該当する身体障害が２以上

ある場合 １級

� 障害等級表に掲げる第８級以上に該当する身体障害が２以上

ある場合 ２級

� 障害等級表に掲げる第５級以上に該当する身体障害が２以上

ある場合 ３級

４ 障害等級表に掲げる身体障害以外の障害が身体に存する者に対

する障害見舞金の支給日数は、その身体障害の程度に準じた障害

等級表に掲げる身体障害の該当する等級の日数とする。

５ 既に身体障害のある訓練生が、職業訓練上又は通所途上の負傷

又は疾病によつて同一部位について障害の程度を加重した場合に

は、その加重された障害の該当する障害等級表に掲げる等級の日

は行なわない。

第１１条 省略

（災害見舞金の額）

第１２条 療養見舞金の額は、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第

４３条第１項各号 に掲げる療養（同項第５号又は第６号

に掲げる療養については、やむを得ないと認められるものに限

る。）に要する費用につき、同法第４３条の９第２項の規定に基づ

き厚生労働大臣が定めるところにより算定した額（当該定めがな

い場合にあつては、現に要した費用の範囲内で必要と認められる

額）とする。ただし、その額が当該療養に要した費用の額を超え

るときは、当該療養に要した費用の額とする。

第１３条 療養見舞金以外の災害見舞金（以下「各見舞金」とい

う。）の支給額は、次に掲げる各見舞金の算定の基礎となる額に

各見舞金ごとに定める支給日数を乗じて得た額とする。

� 障害見舞金、打切見舞金及び死亡見舞金については３，２１０円

。ただし、次に掲げる額が３，２１０円 を超え

る場合には、その額とする。

ア～ウ 省略

� 省略

（各見舞金の支給日数）

第１４条 傷病見舞金の支給日数は、職業訓練上又は通所途上の負傷

又は疾病の療養のため職業訓練を受けることができなくなつた日

から１４日を経過した日（雇用保険基本手当等の延長給付を受ける

者であつて、職業訓練上又は通所途上における負傷又は疾病の療

養のために職業訓練を受けることができなかつた日が継続して１４

日を超え、かつ、当該１４日の期間内において雇用保険基本手当等

が支給されないこととなる者については、当該支給されなくなつ

た日）を起算日として６０日の期間内にある第８条の支給要件を満

たす日の日数とする。

第１５条 障害見舞金の支給日数は、別表 に掲げる「障害等級

表」の障害の程度に応じて定める等級の日数とする。

２ 別表「障害等級表」に掲げる障害が２以上ある場合

は、重い障害 の該当する障害等級表に掲げる等級の日数

によるものとする。

３ 次の いずれかに該当する場合には 、前２項の規

定による等級をそれぞれ次に掲げる 等級だけ繰り上げるも

のとする 。

ただし、その障害見舞金の支給日数は、それぞれの障害 の該

当する等級による障害見舞金の支給日数を合算した支給日数を超

えてはならないものとする。

ア 第１３級以上に該当する障害が２以上ある場合 １級

イ 第８級以上に該当する障害が２以上ある場合 ２級

ウ 第５級以上に該当する障害が２以上ある場合 ３級

４ 既に障害 のある訓練生が、職業訓練上又は通所途上の負傷

又は疾病によつて同一部位について障害の程度を加重した場合に

は、その加重された障害の該当する障害見舞金の支給日数
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数から、既にあつた障害の該当する障害等級表に掲げる等級の日

数を差し引いた日数 をもつて障害見舞金の支給日数とする。

第１７条 打切見舞金の支給日数は、第８条第２項本文の規定により

療養見舞金を支給しないこととした日（以下「療養見舞金の打切

日」という。）において、身体に存する障害の該当する障害等級

表に掲げる身体障害の程度に応じ、障害等級表に掲げる等級の日

数とし、その等級の適用に当たつては、前条第２項から第４項ま

での規定によるものとする。ただし、療養見舞金の打切日におい

て、障害等級表に掲げる第１４級の身体障害の程度に満たない障害

が身体に存する場合は、障害等級表に掲げる第１４級の日数とする

ことがある。

第１８条 省略

（支給の制限）

第１９条 省略

２ 訓練生が職業訓練上又は通所途上の負傷又は疾病について、国

民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）、労働者災害補償保険法

その他の法令の規定による療養若しくは療養費の支給又は法令上

規定はないがこれに相当する療養若しくは療養費の支給を受ける

ときは、その受ける限度において災害見舞金は支給しない。

第２０条 省略

（その他）

第２１条 職場適応訓練を受ける者については、労働者災害補償保険

法第３３条第５号 の規定に基づき労働者災

害補償保険に特別加入するものとする。

第２２条 省略

別表を削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第９１７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第３項の規定に

より、次のとおり愛媛県後期高齢者医療広域連合の規約の変更の届

出があった。

平成２４年７月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更事項

関係市町の負担金の負担割合に係る規定の変更

２ 規約変更年月日

平成２４年７月９日

�愛媛県告示第９１８号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２４年７月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９１９号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２４年７月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

から、既にあつた障害の該当する障害見舞金の支給日数

を差し引いた支給日数をもつて障害見舞金の支給日数とする。

第１６条 打切見舞金の支給日数は、１，２００日とする 文の規定により

療養見舞金を支給しないこととした日（以下「療養見舞金の打切

日」という。）において、身体に存する障害の該当する障害等級

表に掲げる身体障害の程度に応じ、障害等級表に掲げる等級の日

数とし、その等級の適用に当たつては、前条第２項から第４項ま

での規定によるものとする。

第１７条 省略

（支給の制限）

第１８条 省略

２ 訓練生が職業訓練上又は通所途上の負傷又は疾病について、国

民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）、労働者災害補償保険法

その他の法令の規定による療養若しくは療養費の支給又は法令上

規定はないがこれに相当する療養若しくは療養費の支給を受ける

ときは、その受ける限度において災害見舞金は支給しない。

第１９条 省略

（その他）

第２０条 職場適応訓練を受ける者については、労働者災害補償保険

法（昭和２２年法律第５０号）第２７条第５号の規定に基づき労働者災

害補償保険に特別加入するものとする。

第２１条 省略

告 示

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

松山笠置記念心
臓血管病院 松山市末広町１８番２ 医療法人笠置記

念胸部外科
平成２７年
７月１４日
まで

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 愛 媛 労 災 病 院 � 橋 洋 平 新居浜市南小松原町１３番２７号 平成２４年
６月１１日
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�愛媛県告示第９２０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光

室並びに内子町役場において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２４年７月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグコスモス内子店

喜多郡内子町内子７４５番 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２５年３月７日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４９４．７２平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

５８台

イ 駐輪場の収容台数

２０台

ウ 荷さばき施設の面積

２７．０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

９．６１立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

５箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２４年７月６日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部

八幡浜支局商工観光室並びに内子町役場において告示の日から１

月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第９２１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、西条都市計画道路の変更に

係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年７月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年７月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

肢体不自由・呼吸器・ぼうこう
又は直腸機能障害 外 科 愛 媛 労 災 病 院 八 木 隆 治 新居浜市南小松原町１３番２７号 平成２４年

６月１１日

呼 吸 器 機 能 障 害 内 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 濱 田 泰 伸 東温市志津川 平成２４年

６月２２日

肢 体 不 自 由 内 科 魚島村国民健康保険
診療所 菅 井 健 治 越智郡上島町魚島１番耕地１２４番地の３ 平成２４年

７月２日

肢 体 不 自 由 外科・内科 魚島村国民健康保険
診療所 岩 村 顕 三 越智郡上島町魚島１番耕地１２４番地の３ 平成２４年

７月２日
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�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２４年７月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２４年７月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県選挙管理委員会告示第３４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２４年７月１７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第３５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２４年７月１７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市北井門４丁目３４４番地２から

同市北井門４丁目３５３番地６まで
平成２４年７月１７日

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２４年６月２２日 特定非営利活動法人アトラス３ 三 好 諄 松山市堀江町甲８４４番地６ この法人は、地域の住民に対して、安全で健康
的な生活を営むことのできる環境づくりを促進
していくことを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２４年６月２５日 特定非営利活動法人Ｅｙｅｓ 横 山 史 松山市大街道三丁目２番地２６ この法人は、次代を担っていく若い世代に対し
て、この法人が問題意識を共有しうる人および
組織と協働することを通じて、実社会との接点
や機会提供を重視した事業を行うことにより、
アントレプレナーシップ（自らの意思と行動で、
社会に価値を創造していこうとする精神）溢れ
る人材を育成、輩出し、地域社会全体の利益の
増進に寄与することを目的とする。

選挙管理委員会告示

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

青野久後援会 青 野 久 青 野 久 西条市高田１０－２ 平成２４年６月１日

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

自由民主党愛媛県建設関
係支部 代 表 者 西 岡 義 則 石 岡 仁 志 平成２４年６月４日 政党の支部

��������������
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２４年７月１７日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第３７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２４年７月１７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

��������������
�愛媛県選挙管理委員会告示第３８号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書について、愛媛県商工連盟連合会宇

和島支部から訂正の報告があったので、同法第２０条第１項の規定に基づき、政治団体の収支報告書の要旨の公表（平成２３年１１月愛媛県選挙

管理委員会告示第７２号）別記の一部を次のとおり訂正する。

平成２４年７月１７日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

平成２２年分

その他の政治団体

（訂正後）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会宇和島支部

報告年月日 Ｈ２３．３．１６

自由民主党三間支部 会 計 責 任 者 泉 野 誠 畠 山 康 彦 平成２４年６月４日 政党の支部

田中たけしげ後援会 主たる事務所の所在地 今治市旭町一丁目５－４ 今治市阿方乙５１２－５ 平成２４年６月１９日

愛媛県不動産政治連盟 会 計 責 任 者 岡 田 泰 司 佐々木 敬 史 平成２４年６月２０日

自由民主党西予支部 主たる事務所の所在地 西予市宇和町常定寺４６１ 西予市宇和町明間１２１０ 平成２４年６月２５日 政党の支部

代 表 者 大 竹 忠 盛 薬師寺 信 義

会 計 責 任 者 兵 頭 学 宇都宮 明 宏

自由民主党吉田支部 主たる事務所の所在地 宇和島市吉田町法花津８－２３０ 宇和島市吉田町立間１－２１６８ 平成２４年６月２５日 政党の支部

代 表 者 赤 松 与 一 薬師寺 三 行

渡部豊後援会 主たる事務所の所在地 今治市唐子台西一丁目９－１３ 今治市高市甲５９４－２ 平成２４年６月２６日

愛媛県商工連盟連合会宇
和島支部 会 計 責 任 者 二 宮 洋 始 宇都宮 和 幸 平成２４年６月２９日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

� 野 宗 城 後 援 会 永 井 勝 平成２４年５月３１日

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

渡部豊後援会 主たる事務所の所在地 今治市唐子台西一丁目９－１３ 今治市高市甲５９４－２ 平成２４年６月２６日
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１ 収 入 総 額 ８９７，０８７円

前年繰越額 ７５，９５５円

本年収入額 ８２１，１３２円

２ 支 出 総 額 ５３７，４１５円

３ 翌 年 繰 越 額 ３５９，６７２円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（６７人） ６７０，０００円

借入金 ６３，１００円

宇和島商工会議所 ６３，１００円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ８８，０００円

日本商工連盟 ８８，０００円

その他の収入 ３２円

１件１０万円未満のもの ３２円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ３４，３１５円

事務所費 ３４，３１５円

政治活動費 ５０３，１００円

組織活動費 ６３，１００円

寄附・交付金 ４４０，０００円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ４４０，０００円

（訂正前）

政治団体の名称 愛媛県商工連盟連合会宇和島支部

報告年月日 Ｈ２３．３．１６

１ 収 入 総 額 ８３３，９８７円

前年繰越額 ７５，９５５円

本年収入額 ７５８，０３２円

２ 支 出 総 額 ４７４，３１５円

３ 翌 年 繰 越 額 ３５９，６７２円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（６７人） ６７０，０００円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ８８，０００円

日本商工連盟 ８８，０００円

その他の収入 ３２円

１件１０万円未満のもの ３２円

５ 支 出 の 内 訳

経常経費 ３４，３１５円

事務所費 ３４，３１５円

政治活動費 ４４０，０００円

寄附・交付金 ４４０，０００円

（うち本部又は支部に対して供与した交付金に係る支出） ４４０，０００円

�愛媛県公営企業告示第７号
次のとおり落札者を決定した。

平成２４年７月１７日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

公営企業告示

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

愛媛県立中央病院医療情報システム
系ネットワーク導入事業
（賃借料総額／県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２４年６月２９日

四国通建グループ
代表企業 四国通建株
式会社
今治市南大門町一丁目
１番地の１５

１７６，４００，０００
円 一般競争入札 平成２４年５月１８日

愛 媛 県 報平成２４年７月１７日 第２３８６号

６４５



�正 誤

平成２４年７月６日付け第２３８３号愛媛県選挙管理委員会告示第３３号

（不在者投票のできる施設の指定の一部改正）中

正 誤

ページ 箇 所 誤 正

６１９
改正後欄
指定年月日欄
上から３段目

平成 年 月 日 平成２４年７月６日

平成２４年７月１７日 発行

愛 媛 県 報平成２４年７月１７日 第２３８６号

６４６


